
章
該当

ページ
ご意見 組合の考え

第1章　基本的事項 ｐ.4

　①「環境にやさしい施設」、②「安全、安心で、安定した施設」にご記載いただいております
「2050 年カーボンニュートラルに向けた資諒循環や脱炭素化への寄与」、「施設の強靱性を
確保し、災害時にも安定稼働できる施設」に賛同いたします。上記内容の実現に向け、温室効
果ガス削減を含めた環境負荷の低減に加え、災害に対する信頼性から、中圧供給による都市
ガスの活用をご提案いたします。現在、埼玉県内では6施設の「ごみ処理施設」で、都市ガス
を採用いただいておりますので、ご参考にしていただけますと幸いです。

　貴重なご意見として賜り、今後検討してまいります。

第2章　基本条件の設定 ｐ.7

　上記同様の理由より、以下内容の「燃料」について、「炭素排出係数の低い都市ガス」の記載
に修正いただくことをご提案します。
く原文＞
灯油又は都市ガス
　　↓
く修正案＞
都市ガス

　原文のままとさせていただきますが、貴重なご意見として賜り、今後検討してまい
ります。

第2章　基本条件の設定 ｐ.11

　ごみの排出量の推計は難しいかとは思いますが、前提となる人口推移は何の資料を基本に
して出したものですか？シティセールスをして、人口減を抑制し、人口を増やすという上尾市
の基本的な考えはないのですか？(基本10年計画には入ってない？)

p.11に記載のとおり、上尾市は「第2期上尾市地域創生総合戦略」を、伊奈町は
「伊奈町まち・ひと・しごと戦略」を基としております。将来の人口減少等に対する構
成市町の考え方については、各計画書をご確認ください。

第3章　可燃ごみ処理方式の
選定

ｐ.21

「生ごみの分別回収が必要となるため」ということで、バイオガス化方式を「除外」としていま
す。資源循環のためには、分別回収は避けて通れないのではないでしょうか。住民も啓発して
いけば、分別回収に協力してくれると思います。生ごみは、焼却しなくても、微生物のはらきに
よる発酵により、資源循環ができます。今後の検討課題にしていただければと思います。※参
考までに。私は30年以上前から、生ごみは町の集積所に出さないで、コンポストに入れて熟
成させる等した後、家庭菜園に入れています。

　ごみの分別方法の決定及び収集・運搬は、本組合を構成する上尾市と伊奈町の
所管事務となりますので、ご意見の内容を構成市町に伝えさせていただきます。

第3章　可燃ごみ処理方式の
選定

pp.21-29

　処理方式では、おそらく多くの自治体が採用しているストーカ式というものになりそうです
が、できるだけ灰を出さない方法、CO２を出さないものにしてほしいです。本当は生ゴミの分
別回収にチャレンジしてほしかったです。

　可燃ごみの処理方式は「ストーカ式」を採用する予定としておりますが、採用する
処理方式に関わらず、灰発生量及びCO2排出量を極力抑制できるよう、今後の施
設整備事業の中で検討してまいります。
　ごみの分別方法の決定及び収集・運搬は、本組合を構成する上尾市と伊奈町の
所管事務となりますので、ご意見の内容を構成市町に伝えさせていただきます。

第3章　可燃ごみ処理方式の
選定

pp.21-29

処理方式はストーカ方式に選定されましたが、これからの資源循環型社会の実現のために
は、バイオガス化方式は重要です。発酵残渣は、肥料としても利用できます。今後事業を進め
る過程において、機会がありましたら、微生物による分解を利用したバイオガス化の検討を是
非お願いします。

　貴重なご意見として賜ります。

第3章　可燃ごみ処理方式の
選定

ｐｐ.25-29

施設についての第3次選定への質問。従来から多数稼動しているストーカー式と最近の技
術であるメタンコンバインド方式を比べ、点数を出しているが、比べ方にそもそも無理というか
公平性に欠けているのではと感じます。環境にやさしい施設という観点ではメタコンバイン方
式が優れていると感じます。安心安全で安定した施設という評価点では（10）技術導入数でメ
タコンバイン方式がー2となっていますが、そもそも直近10年間で比べるということに無理が
あると感じます。それでは新規の施設が優れていたとしても公平な評価を受けることができま
せん。また、(11)(12)についても可能性があるということでマイナス評価となりましたが、工夫
次第で解決できる問題をマイナス評価するのはいかがなものかと思います。経済性のことで
は公共施設ですので入札が必要なことはわかりますが、新しい技術でこれから参入してくる
企業が増えるのではと思いますが、その点の配慮はないのですか？ 第3次選定に関しては
初めから新しい技術は不安だからという後ろ向きさが出ている気がするのですが、いかがで
しょうか？

可燃ごみ処理方式を選定する際に使用した評価項目については、本組合の施設
整備における基本方針の考え方や他自治体の評価項目等を参考に、特定の処理方
式を有利/不利に扱うことがないよう設定しております。

なお、各評価項目における、評価にあたっての考え方や評価結果については、
ｐ.27～28に記載のとおりです。

また、参入するプラントメーカーについては、施設の安定稼働の観点から過去の受
注実績が重要であり、ｐ.25に設定した条件にてプラントメーカーへ聞き取り調査を
行っております。調査結果から、メタンコンバインド方式での参入希望者の増加が
見込めないことを確認しております。

第3章　可燃ごみ処理方式の
選定

ｐ.28

「ストーカ方式において、排ガス中のCO2を回収して植物工場棟に利用している事例があ
り、将来的にはCCUSの可能性がある」とあります。これは、農産物生産等の活性化につなが
ることなので、今後の課題として積極的に検討していただきたい。

貴重なご意見として賜り、周辺のCO２需要の状況や技術動向を注視してまいりま
す。

　焼却炉の立上げなどに使用する燃料は、灯油のほか、敷地周辺に都市ガス管が敷設されて
いることから都市ガスも候補とします。今後、環境性、安定性、経済性などを考慮して燃料条
件を決定します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓
＜修正案＞
焼却炉の立上げなどに使用する燃料は、強靭性に優れるとともに、2050年カーボンニュート
ラルに向けて、環境にやさしく炭素排出係数の低い都市ガスとします。
■理由
都市ガス（天然ガス）は、他の化石燃料より環境負荷が低く、CO2排出景も灯油比で約26％
削減※1できるため、2030年・2050年の国の温暖化対策目標に適合する合理的なエネル
ギーです。また、将来的にはメタネーション技術により都市ガス自体のカーボンニュートラル化
も期待されております。さらに、中圧導管は地震・風水害などの災害に強く、これまでの災害時
にも供給が継された実績があり、本施設の立地条件を踏まえても、事業継続性を確保できる
有効な対策と考えられます。これらの点から、環境性・安全性・災害時の強靱性に優れた都市
ガス（中圧導管）の導入をご提案いたします。
※l温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数一覧
別表2
液化天然ガス(LNG) ※都市ガス： 0.0139tC/GJ
灯油： 0.0187 tC/GJ
より算出(0.0139 tC/GJ---;-0. 0187 tC/GJX 100)。
https://policies.env.go.jp/earth/ghg-
santeikohyo/files/calc/itiran_2023_rev4.pdf

　原文のままとさせていただきますが、貴重なご意見として賜り、今後検討してまい
ります。

ｐ.6第2章　基本条件の設定

上尾伊奈ごみ広域処理施設整備基本計画（案）に関する意見募集結果と組合の考え方
◎意見募集期間　令和７年１２月１５日～令和８年１月３０日
◎意見募集状況　意見者数１１名、意見数４１件
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１、新ごみ処理施設における排ガス処理、及び、ダイオキシンと窒素酸化物の処理法について
（１）新ごみ処理施設における厳重な排ガス処理の必要性
　掲題施設は人口３０万人弱分のごみ焼却、プラスチック圧縮梱包、粗大ごみ解体焼却、不燃
物資源物処理等の多岐に渡る業務を行うことから多種類大量の有害物質を発生する。近隣
に住宅地や田畑が広がり、浄水場や自然豊かな河川もあることから、自主基準値のクリア以
上の厳重な排ガス処理が必要であると考えられる。
　かつて町田リサイクル文化センターと名付けられた焼却場・処分場で深刻な健康被害が発
生したが、たまたま化学物質過敏症の知人がその近くに住み、そこからごみ焼却の排煙等が
流れてきて重症化し、命からがら地方に移住した話を聞いている。廃プラスチック圧縮施設と
同様に、ごみ焼却・処分施設から出る悪臭、排ガスや焼却灰、そこに含まれるダイオキシン等
にもしっかりと対応する必要があると考える。（参考：ブログ「奥野井タリカ 私の化学物質過敏
症」の７－１「ある衝動」 https://cs-tarikablog.com/story7-1/　）
　近年環境汚染は益々進行し、それによって喘息やアトピー等のアレルギーが発症や増悪し、
国民の半分が花粉症に罹患している（厚生労働省）。化学物質過敏症患者は推定１０００万人
と言われる（「化学物質過敏症とは何か」渡井健太郎著）。がん患者も増加の一途であり、男
性の２人に１人、女性の３人に１人が発症しているが（厚生労働省）、ダイオキシンもがんの要因
の一つである。アレルギーや化学物質過敏症、がん等はQOLを著しく低下させ、入院や休職、
休学等国民生活に多大な影響を及ぼす。当該ごみ処理施設が自主基準値を遵守しただけで
は、住民の健康は守れない可能性がある。
　上尾市と多摩地域の平野部の市町村は住宅密集度や自然環境等が似通っているが、※１に
ある「表9 多摩地域周辺施設の排ガス処理設備等」における９つ中８つのごみ焼却施設※１及
び東村山市の施設※２では、ダイオキシン及び窒素酸化物の除去に「触媒反応」（触媒脱硝
法）を採用し、ダイオキシン除去には「ろ過式集じん」「活性炭吹込み」「触媒反応」の３種類で
対応している。多摩地域周辺の９施設※１及び東村山の施設※２の煙突の高さは、ばらつきが
ある。新ごみ処理施設では、ダイオキシン及び窒素酸化物の除去に「触媒反応」を採用しない
予定だが、これを採用し、ダイオキシン除去には「ろ過式集じん」「活性炭吹込み」「触媒反応」
の３種類で対応する必要があると考えられる。
　参考として、東京二十三区清掃一部事務組合※３の１９施設でも、ダイオキシン及び窒素酸
化物の除去方法は前述の多摩地域周辺の８つのごみ焼却施設※１及び東村山市の施設※２
と同じであり、また煙突の高さはほとんどが百数十メートルである。※３の①及び②
　上尾市西貝塚環境センターでは、１日に３００トンのごみを焼却し（当該ごみ処理施設は推計
１８０トン/一日の処理予定）、ろ過式集じん器（ばいじん（粉じん）等の除去）、乾式有害ガス除
去装置（塩化水素などの有害ガスを除去、消石灰を噴霧する方式）、活性炭吹込装置（ダイオ
キシン類などの吸着除去）、無触媒脱硝装置（窒素酸化物を分解、さらに触媒式も併用）となっ
ており、排ガス処理設備はダイオキシン除去において前述の多摩地域周辺の９つ中８つのご
み焼却施設※１及び東村山市の施設※２より劣る。また煙突の高さは８０ｍであり、煙突の高
さが高いのは住民の希望によるものである。この施設は近隣住民から臭いや健康被害の訴え
がないが、煙突が８０ｍと高いため排ガスが上空で大気に放散されたり、荒川の川風で流され
たりして、地上へ降り注ぐ量がかなり減少している事が要因の一部だと考えられる。一方、新
ごみ処理施設付近に大きな河川はなく川風で排気が流されることは無く、排気を上空へ放散
する為に高い煙突が必要となる。また、風速や風向きといった気象条件や運転条件による一
時的な影響を受ける場合があり、一定の高さの余裕を持つことが望ましい。従って、当該整備
基本計画案の５９ｍよりも高い煙突（西貝塚環境センターと同じ８０ｍ）が必要だと考えられ
る。
　前述の新ごみ処理施設周囲の状況、及び他の焼却施設や西貝塚環境センターの排ガス処
理法や煙突高さも考慮して、更に厳重な処理方法やさらに高い煙突が必要であり、それらの
採用を要望する。

第4章　公害防止基準
第9章　プラント計画

pp.40-44
pp.76-79

　新ごみ処理施設では、人の健康への被害がないことが確認されている法令等の
規制値に加え、住民の皆様にさらにご安心いただけるよう自主基準値を設定してお
ります。排ガス処理設備については、この自主基準値を達成できる方法を選択し、
安全、安心な施設を目指してまいります。
　煙突高さは、今後の環境影響評価手続きにおいて環境保全目標を達成できるこ
とを確認したうえで、本計画における煙突高さとします。

　新ごみ処理施設では、人の健康への被害がないことが確認されている法令等の
規制値に加え、住民の皆様にさらにご安心いただけるよう自主基準値を設定してお
ります。排ガス処理設備については、この自主基準値を達成できる方法を選択し、
安全、安心な施設を目指してまいります。

（２）ダイオキシンと窒素酸化物の処理法に関する要望
　ごみ焼却施設おいて、ダイオキシンの発生は最大の問題の一つである。故津谷裕子博士は、
杉並病の原因究明に尽力しその後も多方面のごみ処理問題を調査研究していたが、高温で
燃やす高性能の焼却炉及びこれに高性能の触媒フィルター（主にダイオキシン除去目的）を設
置することを推奨している。上尾市と多摩地域の平野部の市町村は住宅密集度や自然環境
等が似通っているが、東村山市ごみ焼却施設整備基本計画の第４回検討会議の資料２「プラ
ント設備について」※１にある「表9 多摩地域周辺施設の排ガス処理設備等」では、９施設中８
施設がダイオキシン及び窒素酸化物の除去に「触媒反応」（触媒脱硝法）を採用し、ダイオキシ
ン除去には「ろ過式集じん」「活性炭吹込み」「触媒反応」の３種類で対応している。なお、前述
の資料２「プラント設備について」※１にある参考―４の通り、「触媒反応」（触媒脱硝法）はダイ
オキシンと窒素酸化物の両方の物質の処理が可能である。東村山市の燃えるごみは１日あた
り１００トンであり、上尾伊奈の１８０トン（平成１５年）の約2分の１であるが、東村山市の焼却施
設も「ろ過式集じん」「活性炭吹込み」「触媒反応」（触媒脱硝法）によってダイオキシンを除去
し、「触媒反応」を窒素酸化物除去にも使用している※２。
※２：東村山市ごみ焼却施設整備基本計画検討会の最終報告書（令和4年8月）における、
「第２章　検討のまとめ」の「６．排ガス処理設備等」（P１０）
　ちなみに東京二十三区清掃一部事務組合でも、「ろ過式集じん」「活性炭吹込み」「触媒反
応」（窒素酸化物除去も兼ねる）によってダイオキシン除去している。
※３の①：東京二十三区清掃一部事務組合のウェブサイトの「排ガスや排水の環境対策」の
ページ
　一方、近隣自治体のダイオキシンの自主基準値において、飯能市、久喜市、朝霞和光の３施
設は０．１ng-TEQ/Nm3（新ガイドラインの目標値）だが、さいたま市、ふじみ野市・三芳町、
さいたま西部、さいたま市見沼の４施設は０．０１であり、前者３施設の１０分の１となっている
（当該整備基本計画案のP３９）。当該組合の自主基準値は前者３施設と同じ０．１であり（当該
計画案のP４５）、当該計画案（P４３）には、ダイオキシンの基準値が０．１～０．０５の場合「ろ過
式集じん」プラス「活性炭吹込み」の採用事例が多く、当該組合でもこの組み合わせを採用の
基本とするとある。しかしながら、当該組合の自主基準値が前述の後者４施設の１０倍である
事や、前述の「表9 多摩地域周辺施設の排ガス処理設備等」にある８施設のダイオキシン除
去法※１や東村山市の除去法※２や東京二十三区清掃一部事務組合の除去法※３が「ろ過
式集じん」「活性炭吹込み」「触媒反応」である事を考慮すると、やはり、当該施設が「触媒分解
方式」（触媒脱硝法）を採用せず「ろ過式集じん」プラス「活性炭吹込み」だけでダイオキシンを
除去するのは不安がある。
　また、当該計画案（P４２、４３）で指摘の通り、ダイオキシン及び窒素酸化物の各除去法の中
で「触媒脱硝法」は費用が多くかかるが、これら物質の除去能力が高い。また、当該計画案の
P４２で、「触媒脱硝法」を窒素酸化物の除去法として必要に応じて検討するとある。
　新ごみ処理施設の近隣には、住宅地や田畑が広がり、浄水場や自然豊かな河近があり、当
該施設の排ガスによって周辺住民や環境への影響が懸念される為、自主基準値をクリアする
以上の排ガス処理が必要である。西貝塚環境センターでも、窒素酸化物の除去に無触媒脱
硝法と触媒脱硝法を併用している。そこで、窒素酸化物の除去には、「燃焼制御法」プラス「乾
式法」（無触媒脱硝法）ではなく、ぜひダイオキシン除去も行う「乾式法」（触媒脱硝法）を採用
し、ダイオキシン除去には「ろ過式集じん」「活性炭吹込み」「触媒反応」の３種類でご対応頂き
たい。
＜参考ウェブサイト＞
※１：東村山市ごみ焼却施設整備基本計画の第４回検討会議の資料２「プラント設備につい
て」←「【終了】東村山市ごみ焼却施設整備基本計画検討会」のページに一覧があります。
※２：東村山市ごみ焼却施設整備基本計画検討会の最終報告書（令和4年8月）の「第２章検
討のまとめ」←「【終了】東村山市ごみ焼却施設整備基本計画検討会」のページに一覧があり
ます。
※３：東京二十三区清掃一部事務組合のウェブサイト
①排ガスや排水の環境対策 https://www.union.tokyo23-
seisou.lg.jp/shiro/shori/kanen/haigas.html
②ごみれぽ２０２３ https://www.union.tokyo23-
seisou.lg.jp/somu/koho/gomirepo.html

第4章　公害防止基準
第9章　プラント計画

pp.40-44
pp.76-79
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第4章　公害防止基準 pp.46-47
　臭気・化学物質への対応、本当によろしくおねがいします!！ 　施設の密閉化や必要な換気・給気を行うなど臭気・化学物質の漏洩防止対策を

図り、ご安心いただける施設となるように検討してまいります。

第5章　余熱利用計画 ｐ.50

5.2.3 新ごみ処理施設でのエネルギー利活用の方向性、について、エネルギー回収率を高
める余地があると理解しましたが、余熱利用が可能な企業のごみ処理施設敷地内誘致などは
検討される見込みでしょうか。

　本施設はごみ処理施設として都市計画決定されるものですので、決定内容と異な
る機能（余熱利用可能な民間企業等）を敷地内に設置する予定はございません。な
お、敷地外における計画につきましては、ごみ処理施設の整備運営を担う本組合が
所管するものではありませんが、何らかの計画が立った場合の対応につきまして
は、p.50「（2） 場内消費以外のエネルギー（電力・熱）利活用における方向性」に記
載のとおりとなります。

第5章　余熱利用計画 p.50

　5.2.3 新ごみ処理施設でのエネルギー利活用の方向性、について、場内利用後の余剰電
力について、販売先は大手電力会社でしょうか。
市内の企業・団体への販売も検討されているのでしょうか。

　余剰電力の販売先は今後の整備運営事業の中で検討してまいります。

第5章　余熱利用計画 ｐ.50

余熱利用について「熱の外部供給は想定しないこととします」とありますが、施設の構造とし
て、余熱の外部供給を行うための改装を想定しない設計とするのでしょうか。

場外余熱利用について、地域の食料自給率向上や魅力度向上のために、農業や水産業で
の利活用ができるよう民間事業者等と連携し、実現いただきたいと願います。

現状として計画がなくとも、余熱の外部供給を行うための改装が容易となるような設計を求
めます。

　貴重なご意見として賜ります。

第5章　余熱利用計画 ｐ.50
ごみ処理・焼却で発生する熱をつかい、ぜひ市民プール（温水プール）を東側にもつくってほ

しい。

第5章　余熱利用計画 p.50

　伊奈町には公共のプール施設が無く、子どもから高齢者までが水泳や水に親しむ機会が限
られています。利用を希望する場合には、近隣の市町村にまで出向き、比較的高額な利用料
を支払わなければならいのが現状です。特に、子育て世代や高齢者にとっては、距離や費用
の面で大きな負担となっています。そこで、ごみ処理施設の建設にあたり、余熱利用などを活
用したプール施設の併設をご検討いただけないでしょうか。環境負荷の低減に加え、町民の
健康増進、子どもたちの体力向上、地域交流の場の創出にもつながる有意義な施設になるも
のと考えております。伊奈町が近隣と比べて公共プールを有していない現状を踏まえ、町民の
生活の質の向上の観点からも、前向きなご検討を賜れましたら幸いです。

第5章　余熱利用計画 p.50

　施設の付帯施設(隣接施設)についての要望
１健康プラザわくわくランドのような温水プール
２トレーニングジム

地元や近隣住民の健康増進・余暇の活用施設を設置して欲しい。伊奈町の地元要望はない
との事ですが、上平地区、広く上尾市伊奈町住民の要望はあるはずです、付近に作って有り
難い施設として提案してでも設置してください。運営は民間に任せてください。川越市資源化
センターなぐわし公園 PiKOA！を参考にしてください

第5章　余熱利用計画 p.50
プールも市民に開かれた場所とするためにも作ってほしいです。温泉とプールは違います。

水上公園がなくなった今、プールが欲しいです。

第6章　施設配置計画 ｐｐ.51-55

施設計画と原市沼川上流部からの越水対策について。 施設エリアを流れる原市沼川の上
流部上尾市須ケ谷及び菅谷地内の県道87号線に埼玉県北本県土整備事務所の「大雨時冠
水注意」看板が2基設置されている。須ケ谷3丁目の「上平東部土地改良区」(昭和63年10月
竣工)記念碑に、須ケ谷及び菅谷地内の農地はかつて「狭隘な天然の田圃で、一度豪雨にな
ると、見る見るうちに一面湖の様になった」と記録が残るところからも、この辺りにこうした注意
喚起が現在も行われる理由があると考える。 本計画では周辺の道路整備も含め地盤強化や
造成工事処理後に施設が設置される予定だが、処理施設建設予定地は上流よりも当然標高
が低く、県土整備事務所が注意喚起する大雨時の上流部の越水に備える対策が必要と考え
る。将来の原市沼川の拡幅工事は今のところ詳細説明がなく、上流部の排水を考慮したもの
か不明だが、当処理施設の建設により上流部の須ケ谷及び菅谷、平塚地内の排水に支障が
生じないようくれぐれも配慮を望みたい。

原市沼川の拡幅工事は、本組合を構成する上尾市と伊奈町の所管事務となりま
すので、本施設の建設に当たっては、原市沼川の改変は行いません。

本施設の敷地内に降った雨水は調整池に貯留し、流量調整したうえで原市沼川
に放流することとしておりますので、原市沼川上流の現状における排水等に影響を
及ぼさない計画としております。

第6章　施設配置計画 ｐｐ.52-53

建設予定地は原市沼川に接しており、標高も若干低い。異常な洪水があっても、施設が浸
水を受けることのないよう、対策には万全を期しておく必要があると考えます

本施設の整備にあたっては、施設の地盤高や構造など、設計段階から施設整備
事業者とも十分な協議を重ねて、浸水被害を受けない施設としてまいります。

第6章　施設配置計画 ｐｐ.52-53

建設予定地は、昔から湧き水が豊富にある地域で、現在も自然はそれなりに残っています。
調整池を整備するにあたっては、通常は昆虫や小魚がすみ草花等が生えたビオトープ的にし
て、小学生の環境学習や見学などに供することができればよいと考えます。

　貴重なご意見として賜ります。

第6章　施設配置計画 ｐ.56

調整池の配置について、原市沼川に接しておらず車両待機動線を挟んで東側にあるのは、
車両待機動線の延長の確保以外に何か理由があるのでしょうか。調整池と原市沼川の間に
車両待機動線を通すのではなく、調整池は原市沼川に接する配置の方が、防災力強化にも柔
軟に対応できると存じます。

本組合が整備する調整（ちょうせい）池は、法令等に基づき、本施設の敷地に降り
注いだ雨水が原市沼川に一気に流出しないように設けるものです。そのため、調整
（ちょうせい）池を原市沼川に隣接させる必要性はなく、構内道路や建物配置を考
慮して適切な位置に配置することとしています。

一方、何らかの原因で原市沼川が溢水した場合、その水を一時的に貯留する機
能を調節（ちょうせつ）池と言います。ご意見の内容は、本組合の調整（ちょうせい）
池を原市沼川に隣接させることで、調節（ちょうせつ）池としても機能させることを指
すと仮定してご回答いたします。調節（ちょうせつ）池については、河川に隣接する
土地所有者が個別に検討すべきものではなく、上流・下流への影響やその設置位
置、貯留量等を総合的に判断して河川管理者が必要性を検討して整備するものと
なっております。そのため、貴重なご意見として賜り、河川管理者である上尾市に伝
えさせていただきます。

第7章　施設有効活用計画 ｐ.57

一時的な避難スペースとは、「避難場所」を想定しているのでしょうか、または「避難所」とす
ることを想定しているのでしょうか。ごみ処理施設は耐震性が高い建物であり、防災拠点とし
ても十分に効果を発揮できることが期待できるため、両市町の指定避難所とすることを願いま
す。

現段階では「避難場所」を想定しておりますが、貴重なご意見として賜り、今後、構
成市町である上尾市、伊奈町と協議してまいります。

第7章　施設有効活用計画
第8章　土木建築計画

ｐｐ.57-58，
63

大会議室などを災害時の避難スペースや地域の活動の場として活用する計画について、防
災や今後の公共施設の再編等も見据えて、必要十分な広さを確保いただきたいと願います。
地域では埼玉県県民活動総合センターの将来に関する課題もあり、埼玉県との情報共有や
意見交換も行いながら、会議室や体育室等について最適な広さを検討いただきたいと存じま
す。

　貴重なご意見として賜ります。

第7章　施設有効活用計画 ｐｐ.58-59

環境学習等のページ…こちらが該当するかわかりませんが・・・。リユース、リサイクルの展示
販売など、魅力的にディスプレイしてほしいです。環境学習に来た小学生や見学に訪れる大人
が、リユースのすばらしさに気づき、置いてあるものを買いたくなり、また自宅の眠っているも
のを持ってきたくなるような場所としてほしいです。

環境学習については、いただいたご意見も参考に今後の整備運営事業の中で検
討してまいります。

　可燃ごみの焼却熱は、エネルギー利活用のために最大限発電し、施設運営の電
力に優先的に使用したうえで、余った電力は売電することを基本としております。
　余熱については、本施設内の暖房や給湯に活用することを検討しております。
　なお、温水プールなどの温浴施設やトレーニング施設につきましては、ごみ処理施
設に付帯する施設のひとつとして、地域振興策の中で市町及び施設建設予定地の
ある地域と協議を行いましたが、その結果、整備しない方針となりました。
　経緯については、伊奈町環境対策課HP（https://www.town.saitama-
ina.lg.jp/0000008682.html）をご確認ください。
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第9章　プラント計画 ｐ.77

煙突は、59ｍとされていますが、標高が住宅地より若干低い位置にあります。公害防止の
観点から、あと数ｍは高くしておくべきではないでしょうか。

建設予定地は、浸水の影響等も考慮して適切な地盤高になるよう造成工事を行う
計画としており、煙突高59ｍは造成後の地盤高を基準としております。なお、予定
煙突高における周辺環境への影響等につきましては、今後、環境影響評価のなか
で予測、評価し、適切な対応を行ってまいります。

第9章　プラント計画 ｐ.80

施設内で大量に使用する水や使用済みの排水は、それぞれ伊奈町の上下水道を使用する
とのことです。小さな町が、ごみ処理施設の広大な土地を受け入れて、上下水道もすべて受け
入れることになります。これらのことは、広域行政の均衡上問題はないでしょうか。

上下水道の接続は施設建設場所の自治体への接続が原則となります。なお、本
施設の建設予定地の選定や建設・運営にかかる費用の負担割合については、上尾
市と伊奈町が協議し決定しております。

第9章　プラント計画 ｐ.95

　リチウムイオン電池による発火事故への対応はとても重要なので、どのように分別を徹底す
るか位置づけてほしい。

　ごみの分別方法の決定及び収集・運搬は、本組合を構成する上尾市と伊奈町の
所管事務となりますので、ご意見の内容を構成市町に伝えさせていただきます。
　なお、新たなごみ広域処理施設では、リチウムイオン電池による発火事故対策に
資するAI、IoT技術を積極的に採用する方針としております。このことを明確に読み
取れるよう、基本計画p.94を以下のとおり修正します。
■修正前
「以下に示す事例や課題等を考慮し、AIやIoT技術を積極的に採用することを基本
とし」
■修正後
「以下に示す事例や課題等を考慮し、事業の効率化や近年問題となっているリチウ
ムイオン電池等による発火事故等への対応を図るため、AIやIoT技術を積極的に
採用することを基本とし」

第10章　概算事業費 ｐ.96

概算事業費（建設費）について598億円とありますが、上尾市と伊奈町の両市町で分担する
ことを踏まえても高額な事業費です。想像を上回る高額な概算事業費に衝撃を受けていま
す。建設費については、これ以上の縮減は難しいでしょうか。

概算事業費については、昨年7月に行ったメーカーヒアリングの結果を参考に算
出した金額となっております。今後の社会情勢や経済情勢により変動することがあ
りますが、より経済的な施設整備や運営の仕様を検討する等、事業費の精査・検討
を行ってまいります。

第10章　概算事業費 ｐ.96

建設費に対する財源計画の起債金額365億円について、どの程度の期間で返済していく予
定でしょうか。将来世代に重い負担を残さないような計画を望みます。

地方債の償還年限は、地方財政法に基づき施設の耐用年数を超えないようにし
なければならないこととされています。具体的な償還年限については、耐用年数を
上限に、今後、構成市町である上尾市、伊奈町と協議して決定します。

第10章　概算事業費 ｐ.96

事業費（建設工事に係る経費）の費用分担について、今回の計画案で非常に高額な概算事
業費が算出されたことから、伊奈町と上尾市の財政規模や人口状況を踏まえ、公平に費用分
担を行っていただくよう負担割合の見直しを強く求めます。

特に均等割は、人口や財政規模が上尾市の5分の1に満たない伊奈町側にとっては負担が
大きいものです。したがって、負担割合における20％の均等割については、その割合を下げ
る見直しを行い、負担割合の大部分を人口割や財政規模割といった負担能力に応じた方法と
するよう願います。

　負担割合については、上尾市と伊奈町との協議のうえ決定したものとなります。

第10章　概算事業費 p.96

　巨額の借り入れをしてまで行う事業なのか。後の世代につけを回すだけではないか。 財源としている地方債は単なる借金とは性質が異なります。一度建設すると長期
間に渡って使用する公共施設は、現世代だけでなく後世代も便益を受けることとな
りますので、地方債を活用することにより、現世代と後世代で公平に負担を分かつ
ことが可能となります。後の世代につけを回すものではなく、後の世代の役に立つも
のを残し、一緒に公平に負担していただくため活用するものです。

２、煙突の高さについて
（１）他施設の煙突の高さ
●前述の「表9 多摩地域周辺施設の排ガス処理設備等」※１にある各施設の煙突の高さにつ
いてウェブ検索した結果、表左側から順に、１００ｍ、９０ｍ、１００ｍ、５９ｍ、５９ｍ、１６０ｍ、８５
ｍ、５９ｍ、５９．５ｍとなっている。
※１：東村山市ごみ焼却施設整備基本計画の第４回検討会議の資料２「プラント設備につい
て」にある「表9 多摩地域周辺施設の排ガス処理設備等」
●東村山市は、「少なくとも４５ｍ以上が必要なところ、風速や風向きといった気象条件や運転
条件による一時的な影響を受ける場合があり、一定の高さの余裕を持つことが望ましく、５９
ｍとした」としている。
※２：東村山市ごみ焼却施設整備基本計画検討会の最終報告書（令　和4年8月）における、
「第２章　検討のまとめ」の「４．煙突の高さ」（P８）
●東京二十三区清掃一部事務組合の１９施設の煙突高さは、ほとんどが百数十メートルであ
る。
※３の②：東京二十三区清掃一部事務組合のウェブサイト中における、「ごみれぽ２０２３」のP
２４
（２）煙突の高さを８０ｍにして頂きたいこと
　その理由は、前述の１の「（１）新ごみ処理施設における厳重な排ガス処理の必要性」も参考
にされたい。
　西貝塚環境センターは近隣住民から臭いや健康被害の訴えがないが、煙突が８０ｍと高い
ため排ガスが上空で大気に放散されたり、荒川の川風で流されたりして、地上へ降り注ぐ量が
かなり減少している事が要因の一部だと考えられる。一方、当該ごみ処理施設付近に大きな
河川はなく川風で排気が流される事はなく、排気を上空へ放散する為に高い煙突が必要とな
る。また、風速や風向きといった気象条件や運転条件による一時的な影響を受ける場合があ
り、一定の高さの余裕を持つことが望ましい。従って、新ごみ処理施設の煙突は、西貝塚環境
センターと同じ８０ｍにして頂きたい。
　なお、西貝塚環境センターの担当者によると、住民の希望によって煙突の高さを高くし、８０
ｍとなっていると聞いている。
新ごみ処理施設の煙突を、８０ｍの高さにして頂くことを要望する。
＜参考ウェブサイト＞
※１：東村山市ごみ焼却施設整備基本計画の第４回検討会議の資料２「プラント設備につい
て」←「【終了】東村山市ごみ焼却施設整備基本計画検討会」のページに一覧があります。
※２：東村山市ごみ焼却施設整備基本計画検討会の最終報告書（令和4年8月）の「第２章検
討のまとめ」←「【終了】東村山市ごみ焼却施設整備基本計画検討会」のページに一覧があり
ます。
※３：東京二十三区清掃一部事務組合のウェブサイト
①排ガスや排水の環境対策https://www.union.tokyo23-
seisou.lg.jp/shiro/shori/kanen/haigas.html
②ごみれぽ２０２３https://www.union.tokyo23-
seisou.lg.jp/somu/koho/gomirepo.html

第9章　プラント計画 pp.76-79

　煙突高さは、今後の環境影響評価手続きにおいて環境保全目標を達成できるこ
とを確認したうえで、本計画における煙突高さとします。
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第11章　事業方式 pp.97-101

公共施設を民間事業者に丸投げする考えは絶対に認められません。自治体が全て責任を
もって実施すべき。

採用予定としているDBO方式は、行政が所有するごみ処理施設について、その
設計・建設・運営段階で民間事業者のノウハウを活用するもので、民間事業者への
丸投げではありません。

その他

　広域化によるデメリットとして、事故があった場合の２自治体のゴミ処理先の確保がある。ぜ
ひ、そこはどこへおねがいするのか検討していることを教えてほしい。

　事故等によりごみ処理を行えなくなった場合は、一般的に、周辺自治体への受入
要請や民間事業者への処理委託を検討することになります。危機管理対応の具体
的内容は今後の整備運営事業の中で検討してまいります。

その他

　「上尾伊奈の広域施設は、資源循環にすぐれたごみ処理施設として県内で先進地」と言われ
るぐらいをめざして事業を進めてください。

　貴重なご意見として賜ります。

その他

　今回出された計画書を実質的に取りまとめ、名乗りを上げた企業などにヒアリング等を行っ
た策定主体はどこなのでしょうか？　上尾市と伊奈町の環境課ですか？

　策定主体は、上尾伊奈資源循環組合です。

その他

*個人の意見* ごみ処理場は一度作ると少なくとも20～30年はその施設で稼働ということ
になり、ずっと先の将来を予測して考えなければならないので大変難しい選択になると思いま
す。 市の未来、ひいては地球の未来を思う時、焼却方式以外はないのかなと考えます。埋め
立てで始まったごみ処理が、技術の進展により、よりよい焼却施設になっていますが、さらに
次のステップに向かう必要があるのではと考えます。技術はどんどん進歩し、AIの深化、地球
環境の悪化など不安な事ばかりです。 どんな施設を作ってもそれを利用する私たち市民の
意識、暮らし方が変わらねば、地球にやさしい未来は来ない。 それでも、できればメタコンバ
イン方式のような新しい事にもチャレンジしていただきたい。これといった売りのない上尾市で
すが、最新式の環境にやさしいゴミ焼却場、そこに市民が集まってリサイクルに励み、環境の
活動をする、そんなことができたら、上尾市ってすごいとたくさんの人が視察にきてくれるかな
と夢見ています。

　貴重なご意見として賜ります。

その他

　現在の西貝塚の炉を順次更新して行けば済むことではないでしょうか。 一般に、ごみ処理施設の建屋とその中にあるプラント設備では、建屋の方が耐用
年数が長くなります。そのため、ご意見のように中身のプラント設備だけを更新して
延命化する手法は有効であり、実際、上尾市と伊奈町はすでに焼却炉を延命化す
るための基幹的改良工事を実施しました。ただし、建屋の耐用年数が長いとはいえ
永久に保つものではありませんし、時代の変化とともに必要設備等も変わるため、
同じ建屋で中身だけを入れ替え続けることはできません。現在、上尾市と伊奈町
は、既にご意見いただいたような炉の更新は実施したうえで、建物全体としての耐
用年数が迫りつつある状況で、新たな施設を建てる必要が生じております。

その他

　高齢者にも家庭内でごみの分別をさせる考えでしょうか。 新施設は、構成市町の設定する分別区分に応じた処理設備を導入する計画と
なっておりますので、分別にご協力いただきますようお願い申し上げます。

■その他の修正点

　基本コンセプト「経済性に優れた施設」の評価項目について、第８回上尾伊奈ごみ広域処理施設建設検討委員会（令和７年１０月９日開催）では、（１５）施設整備費、（１６）管理運
営費、（１７）循環型社会形成推進交付金についても評価項目としておりました。今回、意見募集を行った施設整備基本計画（案）ではこの評価項目（１５)～（１７）が脱落していたた
め、施設整備基本計画の策定にあたって訂正（追加）いたします。
　なお、評価項目（１５）～（１７）では、各種事業費の合計において、メタンコンバインド方式がストーカ式単独よりも約０．８％高額になるという結果になっており、定量評価の結果は
±5％未満のため点数は０点となります。そのため、今回の訂正（追加）を行った場合でも、４つの基本コンセプトをバランスよく達成できるストーカ式を選定するという方針に変更
はございません。

p.29

　上尾伊奈ごみ広域処理施設整備基本計画（案）を確認したところ、以下の内容が脱落していたため、お詫びして訂正（追加）します。

該当ページ 内容
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